
・平成２１年度調査では、環境測定分析機関５２２機関（公的機関１１６、民間機関４０６）が参加し、環境試料（模擬排水
試料、廃棄物（ばいじん）試料等４試料）の分析を行った。
・前年度調査結果をHP等で公表したほか、前年度調査の参加機関を対象として、調査結果説明会を全国5か所（仙
台、東京、大阪、岡山、福岡）で開催した。
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会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 総務課　環境管理技術室

上位政策

環境管理技術室長
岩田　剛和

水・大気環境局

一般会計

担当部局庁

大気・水・土壌環境等の保全

関係する計
画、通知等

- -

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・環境測定分析検討会における調査計画の決定
・調査参加機関の募集
・環境試料の調製、調査参加機関への環境試料の配布
・情報システム等を通じた調査結果の回収、調査結果の集計、解析
・環境測定分析検討会における調査結果の評価、検討
・前年度調査結果の公表、調査結果説明会の開催（全国５か所）　等を実施。

　環境測定分析に従事する多数の分析機関が、均一に調製された環境試料を定められた方法等に従い分析すること
によって得られる分析結果から、分析機関の分析技術水準の実態を把握するとともに、使用測定機器等の違いによる
分析結果への影響を解析・調査し、その結果を分析機関にフィードバックすることにより、分析機関全体の精度の向上
に資することを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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執行率

事業番号 ０７２

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

昭和50年度環境測定分析精度向上対策経費

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

　環境測定分析検討会において、「今後の環境測定分析統一精度管理調査のあり方について」（平成19年3月）により、
平成23年度までの調査試料等の長期計画を定め、さらに、毎年度具体的な調査計画を定めているところであるが、本
年度、地方自治体等調査参加機関における調査試料の種類、分析方法等に対する要望等を的確に把握したうえで、
調査試料の重点化などを含めた新たな「長期計画」を、１年前倒しして策定する予定。
　このため、予算要求に当たっては、調査試料の重点化による事業規模の縮減を行うほか、環境技術の評価・向上を
目的とする他の事業と予算事項を統合することにより、効率的な予算執行を行うこととする。

・業務の各段階ごとに請負先と打合せを行うほか、緊密に連絡・調整を行うことにより、業務仕様書に基づき適切に業
務が履行されていることを確認している。
・有識者により構成する「環境測定分析検討会」を定期的に開催し、調査の実施方法及び分析結果について確認を行
うことにより、調査の適正な執行に努めている。
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後）

総事業費(執行ベース) 36 33 30

28

33 30

22年度 23年度要求

94.7% 100.0% 107.1%

28



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

30百万円

【総合評価入札・請負】

A.（財）日本環境衛生センター

30百万円

・調査参加機関の募集

・環境試料の調製、調査参加機関への環境試料

の配布

・情報システム等を通じた調査結果の回収、調査

結果の集計、解析

・前年度調査結果に関する説明会の開催 （全国

５か所） 等

・環境測定分析検討会の開催

（調査計画の策定、調査結果の評価、検討）

・前年度調査結果の公表



0計 0 計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計計 30

A.（財）日本環境衛生センター E.

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 環境測定分析統一精度管理調査業務 30

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目


